


中野区の２０２２（令和４）年度
予算が賛成多数で可決成立

　今般の新型コロナウイルス感染症拡大で浮き彫りとなった
女性をめぐる労働の実態と条件・環境の改善などは、「第５次
計画」にしっかり位置づけて、取り組みの方向性を示すととも
に、施策・事業についても検討することが求められる。
　また、性暴力などについても把握に努め、その解消に向け
た方針や取組について研究していくことが必要ではないか。
さらに、女性相談の窓口については、独立したものとして設置
し、相談事業の充実とともにアクセスしやすい環境について
も整備する必要があると考える。

　環境負荷の課題については、新たに高断熱窓・ドア助成事
業を実施することで省エネ推進が期待できる。
　木造住宅耐震化促進事業の対象範囲を区内全域に拡大。
同時に、本事業は築４０年超の木造住宅が対象であり、新基
準の木造住宅への耐震診断及び耐震補強工事についても検
討すべき時期に来ていると考える。

　子どもの権利に関する条例に基づき、子どもに係るすべて
の施策・事業が、子どもを権利主体として実施されることを期
待する。子どもの貧困対策として学習支援事業や子ども食
堂の運営支援を拡充。教育相談体制の充実と小中学校校割
予算の増額に加えて、中野の100冊及び新書購入費を新たに
計上。夏季休業中の学校図書室を開放しての見守りと読書
活動等の実施を評価する。
　４月より児童相談所が開設・運営となる。コロナ禍で子ど
も虐待に係る通報・相談が増加しているだけに、いっそうの
虐待の未然防止と早期発見・早期対応を図ることを求める。
　保育園の待機児童解消は、認可保育所整備により2022年
度はほぼ解消に向かう見込みである。しかし、地域によって
は待機児童が存在し、また、通年でみれば待機児童が発生す
ることにもなり、今後も認可保育所整備については注視する
必要がある。

　当初予算では一般会計の財政規模が区政史上最大となっ
た。一番の要因は、特別区民税と特別区交付金が、当初の見
込よりも上振れ・好調になったことによる。特別区民税で言
えば、年収200万円未満と700万円以上の区民が増加、200
万円から700万円未満の区民は減少。貧富の格差が拡大し
ている恐れがある。国や都の事業にかかわる給付金を受け
取った人の税や保険料が上昇し、都営住宅の退去勧告を受
けた区民もいる。納税義務者数の増加が転入者だけでな
く、どのような理由でどういった影響を受けるのかを分析す
ることが必要である。

ジェンダー平等社会の実現を

　2022年度は、男女共同参画基本計画（第４次）の見直し年
度となる。
　一昨年の１２月に、国が「第５次男女共同参画基本計画」を
策定した。この「第５次計画」の基本的な方針では、日本国
憲法の個人の尊重と法の下の平等、女性に対する暴力の根
絶、男性中心型労働慣行の脱却などの文言が加わり、新型コ
ロナウイルス感染症拡大のとりくみについては新たな項目が
起こされた。緊急避妊薬を処方箋なしで薬局販売すること
の検討、就活中の学生に対するセクハラの実態調査など、若
い世代の強い要望が盛り込まれたことは前進である。
　一方、ジェンダー平等度121位という国際的な遅れを底上
げする抜本策が示されないばかりか、「指導的地位を占める
女性の割合を2020年までに30％に」の目標は未達成のまま
実現時期を先延ばし、「選択的夫婦別姓」の文言が削られる
など大幅に後退もした。
　中野区での「第５次基本計画」策定にあたっては、ジェン
ダー平等の視点から法改正や社会と世論の動向などについ
て触れる必要があると考える。

指摘すべき点について触れる

女性をめぐる諸問題

旧中野刑務所正門「平和の門」2 3

　憲法擁護・非核都市宣言から40周年を迎える。ロシアの
ウクライナ侵略に対し、「戦争やめよ」と平和を切望する人々
とともに、核兵器廃絶の願いと、周年に相応しい事業の実施
を期待する。
　人権及び多様性を尊重するまちづくり条例や多文化共生
推進に係る方針が制定・策定されるとともに、文化芸術振興
に係る基本方針の策定、及び国の名勝指定となった哲学堂
公園の保存活用計画が策定へ。区民の関心の高い旧中野刑
務所正門の修復・移築については、保存活用計画に基づき動
き出すことも重要である。
　子育て世帯から要望されていた公園改修については、公園
整備計画に基づき、前年度に比して４倍強の予算額となっている。

第４に平和・人権及び文化・芸術の
推進に寄与し、区民要求に応えた
予算としたこと

区民と区内団体から
強く要望されていた公
契約条例は、この間、
事業者へのアンケート
実施や学習会の開催
など、制度の理解促進
と疑問解消等を図って
きたことは大切であ
り、歓迎する。

■中野駅周辺のまちづくりについて

　区は、2020年度に1万人を対象とした暮らしの状況と意識
に関する調査を実施し、「支援が必要な人ほど支援が届いて
いない」など、実態と課題把握に努め、アウトリーチ活動に注
力してきた。新しく作成された中野区地域包括ケア総合アク
ションプランでは対象を全世代に広げ、包括的な支援を図る
ことにしている。
　新規事業として、ひきこもり支援事業を社会福祉協議会と
協働し、包括的に支援する体制を構築する。すこやか福祉セ
ンター５か所目の整備の着手や、妊産婦への支援体制の充
実も区民の願いに添うものである。

第２に「すべての人にとって安心して
住み続けることができるまち」を目指し
量・質をともなった包括的な支援の展開、
取組の推進を図ろうとしていること

　オミクロン株による感染拡大が続くなか、ワクチン接種体
制やＰＣＲ検査の確保、区内病院での感染症患者の病床確
保、自宅療養者支援、及び在宅要介護者・在宅障害者の受入
体制整備、並びに区内中小企業者等への資金調達支援など、
引き続き取組を強化することは評価できる。

■新型コロナ感染症対策について取組を強化

　なお、2022年度についても区民サービス削減や新たな区
民負担増を行わずに予算を編成・提案したことは重要であ
る。酒井区長が、４年にわたって「区民に極力影響を及ぼさ
ない」とし、予算を編成・提案してきたことは高く評価する。

■区民へのサービス削減と負担増は行わない

第1に「子育て先進区の実現」に向け
大きく踏み出す予算としたこと

第３に脱炭素社会や災害対策に
貢献した予算としたこと

男女共同参画基本計画（第５次）の
策定にかかわって

区：　女性の労働条件の改善等については、第５次の中野
区男女共同参画基本計画で目指すべき方向等を示したい。
　性暴力被害に対する取組は、相談事例等からの研究を
行うほか、窓口相談等については、中野区人権と多様性を
尊重するまちづくり条例でも、機能の充実を図っていくこと
としており、女性をめぐる諸課題についても、相談しやすい
環境を整えるための対策を検討していく。

区：　第５次となる計画の策定にあたっては、現在記載し
ている指標などの検証を行うほか、新型コロナウイルス
感染症拡大の影響を受けたひとり親などの女性を取り
巻く課題が深刻化し、配偶者等からの暴力が増すなど、
ジェンダー平等となっていない実態や、国や東京都の動
きなども踏まえて見直しを行っていきたい。

　児童館機能の拡充等とし
て、乳幼児親子を対象とした
日曜日の開放事業や、全館の
遊具のリニューアルを行う。
新規事業としてプレーパーク
活動団体等支援が始まる。

　特別区交付金は初めて400億円を超えるものとなった。
特別区交付金が前年度に比して23.9％も増えたのは、前年
度に当初予算額を厳しく見過ぎたことによる。予算編成方
針とそれに基づく事業計画が、「財政は厳しかろう」と、2021
年度と同様の想定のもとで進められた。結果、歳出では、年
度当初から財政調整基金積立金に約115億円もの積み増し
を行うことになった。一方、基本計画では予定していなかっ
た社会福祉施設整備基金に６億円余を積立て、今後の児童
館や区立保育園の改修に充てることは了とする。さらに歳
出で言えば、長引くコロナ禍においては、区民の暮らしや生
業、コミュニティを支える総合的な対策が求められた。何よ
りコロナ禍での区民生活と医療・介護・保育・教育など感染
症拡大の影響をまともに受けている施設・分野への思い切っ
た財政出動が欠かせなかったと考える。

　中野駅新北口駅前エリアの開発事業については、区民・議会
の意見がきちんと反映されるよう事業者との協議に臨むこと。
囲町地域での組合施行による市街地再開発については、何より
権利者の合意を大切にし、区の前のめり姿勢は改めるべき。
　中野駅周辺の開発事業にあたっては、災害や環境への負
荷についても検討を重ね、検討過程及び結果については情
報を開示し、区民・議会と共有を図る必要がある。
　また、西武新宿線連続立体交差事業については、複線シール
ドによる区内全線地下化の可能性を調査するよう要望する。

　住宅確保が課題となっているもとで、セー
フティネット専用住宅登録促進モデル事業
を新規に実施。改修費の一部助成が民間賃
貸住宅オーナーへのインセンティブとなり、
住宅確保要配慮者の利用が望まれるが、し
っかり検証・分析することを要望する。


